
【評価結果：見直し】

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

2,553 1,843 1,675 1,830 30 28 10 10 1,350 1,350 450 450

※30台 ※30台 ※10台 ※10台 （理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 25 12 10 1,056 499 356

1,518 799 883 1,045 ※26台 ※13台 ※11台

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,035 1,044 792 785 83.3% 42.9% 100.0% 78.2% 37.0% 79.1%

(0.13人) (0.13人) (0.10人) (0.10人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

816 873 868 930 24 24 24 370 15 15 15 20

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 22 20 24 19 14 16

20 70 76 145

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

796 803 792 785 91.7% 83.3% 100.0% 126.7% 93.3% 106.7%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

5,980 6,927 6,971 7,616 122 108 92 2,900,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 108 98 82 2,401,309 2,631,465 2,404,142

1,999 2,912 3,009 3,691

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

3,981 4,015 3,962 3,925 88.5% 90.7% 89.1% 82.8% 87.7% 80.1%

(0.50人) (0.50人) (0.50人) (0.50人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

16,595 10,833 7,535 3,427 11,500 19,000 19,000 4 5 6 8

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 11,500 19,000 3.48 4.96 5.53

15,003 9,227 5,950 1,857

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,592 1,606 1,585 1,570 100.0% 100.0% 87.0% 99.2% 92.2%

(0.20人) (0.20人) (0.20人) (0.20人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

14,599 15,691 15,537 15,457 15,000 15,000 15,000 15,000 90 95 95 95

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 14,500 14,700 14,500 92 93 91

2,656 3,646 3,652 3,683

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

11,943 12,045 11,885 11,774 96.7% 98.0% 96.7% 102.2% 97.9% 95.8%

(1.50人) (1.50人) (1.50人) (1.50人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

3,314 4,084 2,958 3,627 10 10 15 15

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 5 21 14

1,323 2,076 977 1,665

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,991 2,008 1,981 1,962 50.0% 210.0% 93.3%

(0.25人) (0.25人) (0.25人) (0.25人)

業務に関する改善提案等を募集す
るものであることから、図書カードの
授与の是非も含め、ほう賞のあり方
については見直すべきである。

見直し

Ｂ

提案件数

（単位：件）

Ａ

Ａ

【概　 要】変貌、発展する鹿児島市の現状や市の施設等を見学する
ことにより、市政についての市民の理解と認識を深めるため、バスを
借り上げて公募による市営施設見学会を実施する。
【対象者】市民
【具体的な活動内容】
バスを借り上げて市営施設等を見学して、施設や事業について職員
等の説明等を行う

参加者数

（単位：人）

実施回数

（単位：回）

※は台数

1

○事業開始年度　昭和３８年度

総務局

広報課

市
単

市
単

【概　 要】
商店街や商工業の事業協同組合、中小企業者で組織するグループ
が開催する研修会等に講師を派遣する。
・対象団体は申請に基づき、予算の範囲内で決定する。１団体への
派遣回数は年５回以内とする。
【対象者】
商店街や商工業の事業協同組合、中小企業者で組織するグループ
【具体的な活動内容】
21年度：5団体、5回の研修会に講師派遣、　22年度：12団体、21回
の研修会に講師派遣、23年度：9団体、14回の研修会に講師派遣

21年度 22年度 23年度
№ 事務事業名

事
業
区
分

来場者数

（単位：人）

啓
発
・
広
報

市営施設見学会事
業

指標名 24年度

主な活動指標

指標名
事　　業　　概　　要

財
源

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

事業実施課
22年度21年度 22年度 23年度 24年度

評価理由

主な成果指標

23年度 24年度 21年度

概算コスト（単位：千円）

（うち業務
改善部門
350件）

（うち業務
改善部門
10件）

Ｂ

入賞件数

（単位：件）

2
そ
の
他

○事業開始年度　昭和62年度

市
単

【概　 要】時代に即応した行政を推進するため、市政全般にわたる
施策・事務事業等に関し職員に斬新な着想や改善意見を求め、そ
の提案を実施することにより、行政効率の向上及び職員の士気の
高揚を図る。
【対象者】企業及び消防局を除く全職員
【具体的な活動内容】
・職員提案の募集
・優秀な提案の表彰
・提案内容の全庁的な周知

職員提案募集
総務局

行政管理課

市
単

3

啓
発
・
広
報

職員研修
受講者数

（単位：人）

ホームページの充
実

Ａ

○事業開始年度　平成９年度

【概　 要】誰にとっても利用しやすく使いやすいホームページとなる
よう、内容の充実や機能の強化を行い、情報発信の充実を図る。
【対象者】市民及び事業者、観光客等
【具体的な活動内容】
最新情報の提供、他の情報媒体との連携、便利な機能の追加

かごしまＩＴフェスタ
開催事業

総務局

情報システム
課

トップペー
ジアクセス
数

（単位：件）
総務局

情報システム
課

5

イ
ベ
ン
ト

【概　 要】ＩＴに関する総合的なイベントとして開催し、子どもから高齢
者まで幅広い市民のＩＴに対する関心を高めるとともに、地元ＩＴ産業
の活性化を図る。
・平成２３年１２月２～４日開催
・平成２３年１月２１日～２３日開催
・平成２１年１１月２７日～２９日開催
【対象者】市民やＩCＴ関連企業等
【具体的な活動内容】
出展社による展示コーナーや各種イベント・セミナーの実施

○事業開始年度　平成２０年度 来場者アン
ケート
（ＩＴに興味
をもった）

（単位：％）

Ａ

6
元気の出る中小企
業支援事業

経済局

産業支援課

助
成
・
育
成

○事業開始年度　平成7年度

市
単

Ａ

講師派遣
回数

（単位：件）

本市商工
業の発展
や人材育
成につな
がった。

4
住民基本台帳カー
ド普及促進事業

市民局

市民課

市
民
サ
ー

ビ
ス

○事業開始年度　平成２１年度

【概　 要】市民サービス、利便性の向上、行政事務の効率化に資す
るため、住民基本台帳カード（住基カード）の普及促進のための取
組みを実施する。
【対象者】全市民
【具体的な活動内容】
・住基カード普及啓発用のチラシの作成
・各種イベント等での周知・啓発（チラシ配布等）
・企業や大学等での周知・啓発（チラシ配布等）
・町内会へのチラシ・ポスターの配布
・市民課フロアでの来庁者へのチラシ配布

市
単

チラシ及び
ポスターの
作成枚数

（単位：枚）

カードの普
及率

（単位：％）

Ａ

Ｂ

見直し

事業開始から１５年以上経過してお
り、現在では行政が関与する必要性
が低下していることや中小企業を支
援する他の事業もあることから、それ
らの事業に集約するなどの見直しを
検討すべきである。

市民のIT（情報通信技術）に対する
関心を高めるとともに、地元IT産業
の活性化等を図るために必要である
が、情報化の進展など、ITを取り巻く
環境は変化していくことから、時宜を
とらえたイベント内容としていくこと
で、より効果的に実施できるよう、改
善を検討すべきである。

Ｂ

見直し

見直し

市政広報の一環として必要である
が、参加者数の減少傾向や年齢層
の偏りがあること、類似事業もあるこ
となどから、開催時期や回数、周知
広報の工夫を検討すべきである。

Ｂ

見直し

インターネット利用が拡大する中、
ホームページ（ＨＰ）での情報提供は
ますます重要になってきていることか
ら、シンプルで使いやすいトップペー
ジの構築や情報通信技術の進展に
対応した機能強化など、さらに便利
で使いやすいＨＰの構築に取り組む
べきである。

Ｂ

見直し

住基ネットのさらなる活用を視野に、
コンビニ交付の開始など２次利用の
一層の内容充実を図り、住基カード
の普及促進を行うべきである。
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【評価結果：見直し】

21年度 22年度 23年度
№ 事務事業名

事
業
区
分

指標名 24年度

主な活動指標

指標名
事　　業　　概　　要

財
源

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

事業実施課
22年度21年度 22年度 23年度 24年度

評価理由

主な成果指標

23年度 24年度 21年度

概算コスト（単位：千円）

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

1,196 0 0 0 400

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 400

81

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,115 0 0 0 100.0%

(0.14人) (0.00人) (0.00人) (0.00人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

2,749 3,201 3,129 3,149 451 451 451 451

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 392 323 279

2,112 2,559 2,495 2,521

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

637 642 634 628 86.9% 71.6% 61.9%

(0.08人) (0.08人) (0.08人) (0.08人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

3,500 3,325 3,402 3,751 1 1 1 1 50 50 50 50

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 1 1 1 51 44 49

2,624 2,442 2,530 2,888

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

876 883 872 863 100.0% 100.0% 100.0% 102.0% 88.0% 98.0%

(0.11人) (0.11人) (0.11人) (0.11人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

11,258 11,343 11,148 11,128 16 16 15 15 2,640 2,640 2,640 2,640

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 16 16 15 2,115 2,053 1,789

1,067 1,065 1,007 1,081

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

10,191 10,278 10,141 10,047 100.0% 100.0% 100.0% 80.1% 77.8% 67.8%

(1.28人) (1.28人) (1.28人) (1.28人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

67,174 67,194 72,077 72,055 3,276 3,276 3,276 3,276 60,000 60,000 60,000 60,000

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 3,152 3,191 3,192 63,643 64,750 55,270

64,785 64,785 69,700 69,700

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

2,389 2,409 2,377 2,355 96.2% 97.4% 97.4% 106.1% 107.9% 92.1%

(0.30人) (0.30人) (0.30人) (0.30人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

3,680 4,608 4,990 5,374 12 16 18 20 360 480 540 600

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 11 16 18 378 841 748

2,088 3,002 3,405 3,804

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,592 1,606 1,585 1,570 91.7% 100.0% 100.0% 105.0% 175.2% 138.5%

(0.20人) (0.20人) (0.20人) (0.20人)

【概　 要】雇用に関する諸々の相談を気軽に受けられる場を提供す
るとともに、雇用労働問題に関し関係団体等との情報交換を通じて
相互理解と連携を深める。
【対象者】全市民
【具体的な活動内容】
・雇用相談
　　相談員　１名
　　相談時間等　9:00～15:45(月曜日から金曜日まで）
・雇用労働会議
　　開催回数　２回

【概　 要】技能尊重の気運を広く社会一般に醸成するとともに、技能
者の地位及び技能水準の向上を図るため、優れた技能を有し、本
市の産業発展に尽力した技能者の功労をたたえ表彰する。
【対象者】勤労者
【具体的な活動内容】
・開催時期：11月
・場所：市内ホテル
・開催回数：１回

10
母と子の健康教室
事業

健康福祉局

保健予防課

啓
発
・
広
報

○事業開始年度　平成３年度

9

市
単

育児教室
の開催回
数

（単位：回）

育児教室
の参加延
べ人数

（単位：人）

Ａ Ｂ

見直し

【概　 要】育児や健康づくり等に関する教室等の開催により家族の
健康管理に重要な役割を果たす母親等を支援し、育児等に関する
正しい知識と技術の普及、乳幼児の健康の保持増進を図る。
【対象者】生後２～６か月頃の乳児を持つ、初めて育児をする母親と
その家族
【具体的な活動内容】
育児教室　　　　各保健センター等で開催
コース日程　　　４日間開催
教室内容　　　　育児相談、事故防止、発育としつけ、離乳食、
　　　　　　　　　　子どもの病気等

育児教室の参加者数が減少傾向に
あることから、母親が参加しやすくな
るようコース日程の短縮や内容の見
直しを行うべきである。

11
地域子育て支援セ
ンター事業

健康福祉局

子育て支援
推進課

助
成
・
育
成

○事業開始年度　平成６年度

国
・
県
補
助

【概　 要】地域に身近な保育所で育児についての相談や育児サーク
ルの育成等を行っており、実施する保育所を増やすことにより、保
育所を中心とした地域全体における子育てを支援する。（地域子育
て支援センター数：１１箇所）
【対象者】小学校就学前児童
【具体的な活動内容】
・育児不安等についての相談指導
・子育てサークル等の育成及び支援
・地域の需要に応じた保育サービスの積極的実施及び普及促進
・地域の保育資源の情報提供

年間開所
日数

（単位：日）

育児相談、
子育て広
場の参加
人数

（単位：人）

Ａ Ｂ

見直し

育児不安等に対する相談や地域の
子育てサークルの育成等は必要で
あるが、センターの機能が親子つど
いの広場と重複している部分もある
ことから、両施設の役割分担につい
て検討すべきである。

12
母親クラブ育成・支
援事業

健康福祉局

子育て支援
推進課

助
成
・
育
成

○事業開始年度　平成1３年度

市
単

【概　 要】各地域において活動する母親クラブの育成支援を行うた
め、補助金を交付する。
【対象者】母親等の地域住民が積極的に活動する団体
【具体的な活動内容】
　・親子及び世代間の交流、文化活動
　・児童養育に関する研修活動
　・児童の事故防止等活動
　・その他児童福祉の向上に寄与する活動

母親クラブ
加入数

（単位：団
体）

母親クラブ
会員数

（単位：人）

Ａ Ｂ

見直し

親子つどいの広場等の子育て支援
施設の整備も進められ、子育てに関
する各種講座等も充実してきている
ことから、母親クラブの育成支援の
方向性や助成額等について、改めて
各面から検討すべきである。

○事業開始年度　昭和46年度

市
単

7
「鹿児島市の工業」
作成事業

経済局

産業支援課

そ
の
他

○事業開始年度　昭和４９年度

【概　 要】経済産業省が実施した工業統計の全数調査（西暦の下1
桁が0,3,5,8の年に実施）の結果をもとに、本市分を業種別、規模
別、地域別等に集計・分析したものを冊子「鹿児島市の工業」として
作成し、配布するもの。
【対象者】鹿児島市商工会議所、県工業倶楽部、県中小企業団体
中央会、市内の事業協同組合、その他関係機関
【具体的な活動内容】
直近では、経済産業省が平成20年末現在で実施した工業統計調査
の調査結果をもとに「鹿児島市の工業」を400部作成し、配布した。

Ａ

配布部数

（単位：冊）

本市の企
業の経営
活動や本
市の施策
への有効
活用が図
られてい
る。

市
単

市
単

技能功労
者表彰式
の開催回
数

（単位：回）

8
労働関係相談及び
雇用促進事業

経済局

雇用推進課

相
談

○事業開始年度　昭和47年度

Ａ

相談件数

（単位：件）

雇用の促
進が図ら
れた。

技能功労
者表彰の
被表彰者
数

（単位：人）

技能功労者表彰
経済局

雇用推進課

そ
の
他

Ｂ

Ｂ

見直し

本市の製造業における生産活動の
実態把握のために必要な事業では
あるが、対象者が商工会議所や関
係機関などの団体であることから、
ホームページに掲載するなどデータ
の提供のみ行うよう見直すべきであ
る。

Ｂ

見直し

相談件数が１日１件程度となってい
ることから、他の相談員との兼務な
どを含め、事業の見直しを検討すべ
きである。

Ｂ

見直し

技能尊重の気運を醸成するととも
に、技能者の地位及び技能水準の
向上を図るために必要な事業である
が、コスト縮減の面から見直しを検
討すべきである。
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【評価結果：見直し】

21年度 22年度 23年度
№ 事務事業名

事
業
区
分

指標名 24年度

主な活動指標

指標名
事　　業　　概　　要

財
源

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

事業実施課
22年度21年度 22年度 23年度 24年度

評価理由

主な成果指標

23年度 24年度 21年度

概算コスト（単位：千円）

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

142,755 145,464 149,567 143,030 4,221 4,336 4,465 4,340

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 4,221 4,336 4,465

141,163 143,858 147,982 141,460

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,592 1,606 1,585 1,570 100.0% 100.0% 100.0%

(0.20人) (0.20人) (0.20人) (0.20人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

12,869 14,913 14,987 11,305 6 6 6 6 5,183 6,747 7,547

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 6 6 6 5,183 6,747 7,547

11,675 13,708 13,799 10,128

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,194 1,205 1,188 1,177 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

(0.15人) (0.15人) (0.15人) (0.15人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

4,018 4,133 3,950 4,055 24 24 25 25 910 910 980 860

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 25 24 22 890 877 629

2,426 2,527 2,365 2,485

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,592 1,606 1,585 1,570 104.2% 100.0% 88.0% 97.8% 96.4% 64.2%

(0.20人) (0.20人) (0.20人) (0.20人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

7,538 8,640 8,629 8,820 3 3 3 3 1,106 1,106 1,493

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 3 3 3 1,106 1,106 1,493

6,742 7,837 7,837 8,035

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

796 803 792 785 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

6,947 8,252 8,221 8,243 3 3 3 3 1,060 968 719

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 3 3 3 1,060 968 719

6,151 7,449 7,429 7,458

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

796 803 792 785 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

2,218 2,021 2,017 2,014 35 15 35 35 1,000 500 1,000 1,000

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 38 16 34 778 592 867

1,900 1,700 1,700 1,700

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

318 321 317 314 108.6% 106.7% 97.1% 77.8% 118.4% 86.7%

(0.04人) (0.04人) (0.04人) (0.04人)

13
市民福祉手当（遺
児等修学手当）

健康福祉局

こども福祉課

助
成
・
育
成

○事業開始年度　昭和45年度

市
単

受給者数

（単位：人）

Ｂ

母子・父子
家庭等の
福祉の増
進

（単位：人）

【概　 要】本市に引き続き1年以上居住し、父母の一方若しくは両方
がいない義務教育中の児童を養育する者に対し、遺児等修学手当
を支給する。

【対象者】本市に引き続き1年以上居住し、父母の一方若しくは両方
がいない義務教育中の児童を養育する者

【具体的な活動内容】遺児等修学手当（児童一人当たり年額24,000
円）の支給。

母子・父子家庭等の福祉の増進の
ために必要な事業であるが、一律支
給が妥当かどうか、所得制限の導入
を検討すべきである。

14
母子自立支援員設
置事業

健康福祉局

こども福祉課

相
談

○事業開始年度　昭和６２年度

国
・
県
補
助

相談件数

（単位：件）

見直し

Ｂ

Ａ Ｂ

見直し

【概　 要】母子自立支援員を設置し、母子・父子家庭等の種々の相
談に応じ指導助言を行い、希望者には自立支援プログラムを策定
する。
　母子自立支援員　（平成20年度）　４人→６人
  こども福祉課：４人、（谷山）福祉課：２人
【対象者】母子家庭、父子家庭、寡婦
【具体的な活動内容】
　就業・生活相談
　母子自立支援プログラム策定（平成20年度から）
　母子寡婦福祉資金貸付・償還業務
　平成23年度から父子家庭も対象となった。

婦人相談員や家庭児童相談員の業
務とも関連があることから、効率的に
相談事業が推進できるよう、先進都
市の事例も踏まえて業務分担のあり
方を各面から検討し、統合を含めた
見直しを行うべきである。

○事業開始年度　平成８年度

国
・
県
補
助

講習会開
催回数
（単位：回）

15
母子・父子家庭等
生活支援事業

健康福祉局

こども福祉課

そ
の
他

講習会参
加人数

（単位：人）

Ａ Ｂ

見直し

母子・父子家庭等の自立の促進の
ために必要な事業であるが、講習会
の参加者数が減少傾向にあることか
ら、開催回数を含めて事業のあり方
を見直すべきである。

16
婦人相談員設置事
業

健康福祉局

こども福祉課

相
談

○事業開始年度　昭和32年度 相談員数

（単位：件）
【概　 要】婦人相談員を設置し、女性の身上や生活全般の相談を受
け助言を行うとともに、夫等からの暴力に関する相談対応等を行う。
　 こども福祉課：２人、（谷山）福祉課：１人
【対象者】女性
【具体的な活動内容】
・要保護女子の発見、相談業務
・要保護女子の転落防止と保護更生のために必要な指導
・夫等からの暴力に関する相談等の業務

【概　 要】母子・父子家庭等の自立の促進と生活の安定、向上を図
るため各種事業を実施する。
【対象者】母子家庭・父子家庭・寡婦
【具体的な活動内容】
・母子・父子家庭生活支援講習会事業の実施（子育てや生活全般
について講習会）
・一時的に必要な場合などに家庭生活支援員を派遣し、託児や家
事等の生活支援を行う
・母子・父子家庭等たすけあい資金貸付事業の実施（緊急一時的に
必要な小口資金の貸付）

相談員数

（単位：人）

Ａ Ｂ

見直し

母子自立支援員や家庭児童相談員
の業務とも関連があることから、効率
的に相談事業が推進できるよう、先
進都市の事例も踏まえて業務分担
のあり方を各面から検討し、統合を
含めた見直しを行うべきである。

17
家庭児童相談員設
置事業

健康福祉局

こども福祉課

相
談

○事業開始年度　昭和45年度

市
単

相談件数

（単位：件）

相談件数

（単位：件）

相談員数

（単位：人）

国
・
県
補
助

Ａ Ｂ

見直し

【概　 要】
　家庭児童相談員を設置し、家庭における適正な児童養育、その他
家庭児童の福祉の向上を図るための相談・指導を行う。
　 こども福祉課：２人、（谷山）福祉課：１人
【対象者】
　家庭内における児童について悩みごとをもつ世帯
【具体的な活動内容】
　家庭における児童養育上の諸問題に対し、児童相談所・児童委員
等と連絡調整を図りながら相談・指導を行う。

母子自立支援員や婦人相談員の業
務とも関連があることから、効率的に
相談事業が推進できるよう、先進都
市の事例も踏まえて業務分担のあり
方を各面から検討し、統合を含めた
見直しを行うべきである。

18
市民健康まつりの
開催

健康福祉局

健康総務課

イ
ベ
ン
ト

○事業開始年度　昭和59年度 平成元年（実行委員会形式で実施）

市
単

【概　 要】健康の重要性及び定期健診等の必要性について市民の
関心を喚起するとともに市民の認識を深めるために、市民健康まつ
りを主催する実行委員会に対し負担金を支出する。
【対象者】全市民
【具体的な活動内容】
・期日：平成24年10月21日（日）・場所：鹿児島アリーナ
･内容：健康トークショー、展示・相談コーナー、実演･指導コーナー、
健康チェックなど

Ａ

市民健康
まつりコー
ナー数

（単位：
コーナー）

来場者数

（単位：人）

Ｂ

見直し

健康の重要性及び定期健診等の必
要性に関する市民の認識を深めるた
めに必要な事業であるが、来場者数
が少ないことから、開催場所や周知
方法等について、実行委員会で協議
検討すべきである。
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【評価結果：見直し】

21年度 22年度 23年度
№ 事務事業名

事
業
区
分

指標名 24年度

主な活動指標

指標名
事　　業　　概　　要

財
源

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

事業実施課
22年度21年度 22年度 23年度 24年度

評価理由

主な成果指標

23年度 24年度 21年度

概算コスト（単位：千円）

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

3,386 3,375 3,514 3,316 31,296 31,426 32,096 31,186 400 400 400 400

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 27,357 27,493 28,394 393 382 431

2,112 2,090 2,246 2,060

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,274 1,285 1,268 1,256 87.4% 87.5% 88.5% 98.3% 95.5% 107.8%

(0.16人) (0.16人) (0.16人) (0.16人)

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

24,021 24,110 23,835 23,988 430 460 470 470 22,360 23,920 24,440 24,440

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 421 422 444 26,233 27,723 27,192

3,559 3,473 3,473 3,816

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

20,462 20,637 20,362 20,172 97.9% 91.7% 94.5% 117.3% 115.9% 111.3%

(2.57人) (2.57人) (2.57人) (2.57人)

19 歯周疾患検診事業
健康福祉局

保健予防課

助
成
・
育
成

○事業開始年度　平成17年度

国
・
県
補
助

Ａ
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【概　 要】成人が歯を失う原因である歯周疾患を予防するため、歯
周疾患検診を歯科医療機関に委託して実施する。
【対象者】40・50・60・70歳の市民
【具体的な活動内容】
対象者に受診券を個別送付し、歯科医療機関で歯の状態や歯周ポ
ケットの深さ測定等の診査を実施する。
・自己負担：1,300円（ただし、市民税非課税世帯及び生活保護世帯
の方は負担なし）

歯周疾患
検診受診
券発送数

（単位：件）

歯周疾患
検診受診
者数

（単位：人）

Ｂ

見直し

歯周疾患の予防と、高齢者の健康
の保持増進に寄与しており、必要な
事業であるが、対象者数に占める受
診者数の割合が少ないことから、歯
周疾患に対する意識啓発も含め、よ
り一層の周知に努めるべきである。

食生活改善推進事
業

健康福祉局

保健予防課

助
成
・
育
成

○事業開始年度　昭和35年度

市
単

食生活改
善推進員
数

（単位：人）

活動数

（単位：回）

Ａ Ｂ

見直し

【概　 要】「人生80年を健やかに生きる」ために栄養・運動・休養の
バランスのとれた生活習慣の定着を図ることを目標に市民に食生活
を中心とした健康づくりの正しい知識と実践の普及を図ることによ
り、市民の健康及び体力の維持増進を図る。
【対象者】全市民
【具体的な活動内容】
・食生活改善推進員の養成
・食生活改善推進員連絡協議会役員会の育成、支援
・食生活改善推進員の活動支援

食生活改善推進員を養成・支援し、
ボランティアによる食生活を通した市
民の健康づくりを推進することは必
要であるが、推進員の養成に当たっ
ては、国等からの通知や食と健康に
関する施策の変化も踏まえ、養成時
間や内容を見直すべきである。
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